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一般社団法人デジタル放送推進協会 
【２０１５年４月１日～２０１６年３月３１日】 

 

 

はじめに 

２０００年１２月１日にＢＳデジタル放送が、２００３年同日には地上デジタル放送が

東京・大阪・名古屋の三大都市圏でスタートした。一般社団法人デジタル放送推進協会（以

下、Ｄｐａ）の前身であるＢＰＡ（ＢＳデジタル放送推進協会）並びにＤ－ＰＡ（地上デ

ジタル放送推進協会）もそれぞれの普及推進・インフラ支援組織として活動を開始し、２

００６年に地上デジタル放送が全国に拡大したのを契機に２００７年４月、両団体は現在

のＤｐａに統合された。 

その後、２００８年９月からは国費事業である総務省テレビ受信者支援センター（以下、

デジサポ）事業を開始するとともに、２０１０年３月からは暫定的な移行措置としての地

デジ難視対策衛星放送（以下、衛星セーフティネット）事業を担い、併せてデジタル放送・

受信の普及促進、デジタル放送の送・受信技術に関する規格化の推進、エンジニアリング

サービスの運用等を行ってきた。 

２０１１年７月２４日にはＢＳアナログ放送と４４都道府県における地上アナログ放送

が終了し、翌２０１２年３月３１日には東北３県での地上アナログ放送が終了した。これ

により衛星セーフティネットなど一部の暫定対策を除いて、デジタル放送への移行が完了

したが、デジサポは放送事業者の協力を得て、衛星セーフティネットをご覧いただいてい

る世帯の恒久対策を進め、本年３月末にはこれら施策も終了する。 

ケーブルテレビの「デジアナ変換」も同時期に終了し、放送関係者が十数年努力されて

きた「テレビ放送のデジタル化」という国家的な大事業が完了し、名実ともに「真のデジ

タル化」が完成する。 

 

２０１５年度、Ｄｐａは衛星セーフティネットの終了に伴う視聴者対応を丁寧に行い、

年度前半の早期にこれらの事後施策を終了する計画である。これによって２００８年から

継続的に行ってきた国費事業が全て終了する。両事業の業務実施体制についてはデジサポ、

衛星セーフティネット事業室ともに同時期に収束し、Ｄｐａ事務局で会計的処理、関係機

関との調整等を引き継ぐ。なお、両国費事業の終了に際して、国費での支出確定後の最終

事務処理経費が発生するが、これについては一般会計繰越金を充当することとする。 

国費事業終了後の組織のあり方については運営委員会正副委員長と理事長・常勤役員に

よる検討座組みを組織し検討を行ってきたが、昨年１１月、下記を骨子とする「２０１５

年度事業の方向付け」をまとめ、理事会の承認を得た。 

 

１）２０１５年度一般会計については、２０１５年３月末の「デジタル放送への完全移

行」を前提に、２０１４年度予算の１／２を目途として支出の圧縮に努める。 

２）このため、国費事業を除く、Ｄｐａの基幹業務を見直すと共に、委員会、事務局体

制等の見直しを行う。 

３）一般会費については各グループで１／２に縮減するが、それぞれの状況を踏まえて、

個別に会員各社にお願いする。 
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４）各グループでの共通の関心に基づく普及企画などについては、一般会費とは別に協

賛者を募り、企画・実施する。 

 

本事業計画はこの考え方を基本とすると同時に、共に提出する２０１５年度予算案の一

般会計はこの方針に従って編成したものである。 

また、上記理事会の決定を受け、２０１５年度の委員会体制のあり方について、運営委

員会と関係委員会の正副委員長にご意見を伺った結果、来年度は以下の方針で臨むことと

したい。 

１）エリア情報委員会は２０１４年度で終了する。 

２）ワンセグ・モバイル委員会は２０１４年度で終了する。 

３）地デジ委員会は名称を企画委員会とする。 

４）支援センター特別委員会、衛星セーフティネット特別委員会は２０１５年度早期に

終了するが、委員会体制は終了まで現行体制を継続する。 

 

Ｄｐａは一般会計で担う各事業（技術関連、広報・普及、総務・経理）とは別に、特別

会計事業として、デジサポ、衛星セーフティネットの国費事業のほか、ＥＳ、ＲＭＰ管理

という２つの業務を行っている。国費事業については上述の見通しであるが、ＥＳ業務、

ＲＭＰ管理業務はいずれもデジタル放送に不可欠のインフラとなっており、一般会計で賄

う技術関連業務と合わせて、安定的かつ継続的に実施していくことが求められる。２０１

５年度においてもこの方針に変わりはなく、着実に実施していく。 

 

Ｄｐａが現時点で担っている責務をまとめれば、 

① 国費事業の完遂 

② 放送インフラを担う事業の安定的、着実な遂行 

③ 会員社の要望に最大限、かつコストミニマムで応える 

ことに集約される。国費事業の終了後も②、③については事業運営の基本として、着実に

行っていく。 

 

４Ｋ・８Ｋ等の放送サービスの高度化に関しては、一義的には当協会が担っている各種

技術関連事項やＥＳ、ＲＭＰなどとの関連において必要な対応や情報収集を進めていく。

また、次世代放送推進フォーラムについては、その目的がデジタル放送のインフラ上での

サービスの高度化推進であることや、多くの会員社が当協会と重複加入していることなど

から、より緊密な連携について検討を進めていく。 

なお、一般会計の前年度からの繰越金については、国費事業の完遂を受けて、本来の役

割を全うしたと考えられることから、２０１５年度内に、その適切な使途についての方向

性を定めることとしたい。 
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Ⅰ．事業統轄部門 

２０１５年３月末に衛星セーフティネットが終了することを受けて、デジサポ事業お

よび衛星セーフティネット事業に生じる残務的な業務を２０１５年度前半には全て終え

ることとする。 

これを受けて、一般会計事業においては、放送サービスの高度化の普及促進について

関係団体と緊密に連携をとりつつ検討する。ＢＳの視聴可能世帯および実視聴世帯の拡

大施策については有効性を考慮しつつ進める。 

 

  以下、各担当部署の事業計画、重点活動項目等を記載する。 

 

１．テレビ受信者支援センター（デジサポ） 

２０１５年度のデジサポ活動は、衛星セーフティネット終了に伴う新たな難視対策の

後フォローを丁寧に行うなど、繰越した前年度予算を有効活用しつつ、必要な対応を着

実に実施する。 

新たな難視対策やデジタル混信対策等への取組については、年度前半の早期に完遂す

るとともに、２００８年から長期にわたり継続してきたデジサポ事業の円滑な収束を図

る。 

・新たな難視対策については、２０１４年度末までに受け付けた難視対策希望者に対し

て、高性能アンテナ対策やケーブルテレビへの移行など、受信側の恒久対策を着実に

実施する。地域協議会と連携しつつ必要なサポートを迅速かつ的確に進め、可能な限

り早期に対策を完了する。 

・デジタル混信対策では、混信改善に向けた送信側の対策や個別の受信対策について、

繰越案件となった助成金の実績報告等への対応を適切に行う。 

・また、２０１４年度末までに対応した電話受信相談について、測定車による訪問調査

など、地域の電波事情に応じたサポートを実施する。 

・会計検査院の実地検査への対応やリスク管理に十分留意するとともに、デジサポ事業

の収束に伴う実施拠点の閉所等を円滑に進める。 

 

２．衛星セーフティネット事業室 

衛星セーフティネット事業は、「地デジ難視対策衛星放送」を当初計画どおり２０１５

年３月末をもって終了するが、このうち、送信・利用者管理事業にあっては当該放送終

了まで利用していた利用者からの問合せの対応等が、受信対策事業にあっては貸与チュ

ーナーの処理等が残るため、繰越した前年度予算により、これらの業務を本年７月まで

継続し、当該月末をもってこの事業を完了する。 

 

３．  普及企画部 

（１）放送サービスの高度化関連 

２０１４年度で真のデジタル化が実現し、４Ｋ・８Ｋ放送、ハイブリッドキャスト
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などデジタル放送の高度化サービスが実用段階に入りつつある中、関係団体等と連携

しながら視聴者への周知等について検討を進める。具体的には地デジ委員会から移行

する企画委員会にて取組内容・計画を必要に応じて策定する。 

（２）ＢＳ関連 

２０１２年３月にＢＳは全３１チャンネル（２１社）体制となり、ＢＳの認知度は

徐々に向上しているが、世帯普及と実視聴には依然として拡大の余地を残している。

２０１５年度はこの拡大を図るため、効果的な施策について会員各社と議論を重ね、

緊密に連携しながら企画していく。 

（３）デジアナ変換終了対策への協力 

２０１４年度は総務省、日本ケーブルテレビ連盟が主体となって実施したデジアナ

変換サービス終了のための周知広報を側面支援した。この業務も２０１５年３月末で

ほぼ終了するが、４月までその終了が延びる地域については支援を継続する。 

（４）会員向けサービスおよびホームページ運用の充実 

・テレビをめぐる環境が激変する中、「業界動向」を中心とした講演会実施などに取り

組む。 

・Ｄｐａホームページの運用を通して、各種情報を適宜発信する。またエリアのめや

すのサービスも継続実施する。 

 

４．ＥＳ業務部 

（１）信頼性の高いＥＳ業務の継続 

ＥＳ特別委員会委員及び業務委託事業者との連携により、これまでと同様、信頼性

の高いシステム運用を継続する。 

（２）低コストでの運用体制の検討 

ＥＳ利用率低下傾向を踏まえ、より低コストでの運用体制づくりのための検討を進

める。 

（３）ＥＳ費用負担構造の見直しの検討 

ＥＳメンバー減少傾向を踏まえ、ＥＳメンバーと非ＥＳメンバーの費用負担構造の

見直しの検討を進める。 

 

５．技 術 部 

（１）運用規定策定の推進 

「地上デジタルテレビジョン放送」および「ＢＳ/広帯域ＣＳデジタル放送」運用規定

（ＡＲＩＢ ＴＲ-Ｂ１４およびＴＲ-Ｂ１５）に係る規格策定の支援を継続する。 

（２）放送事業者、メーカー等への支援 

デジタル放送の高度化や放送事業者、受信機メーカー等が抱える課題等に対応する

ため、関係団体と連携を図りながら放送事業者、受信機メーカー等に対する技術的支

援を継続する。 
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Ⅱ．管理統轄部門 

２０１５年度は、国費事業が終了し、真のデジタル化が完成する年となる。管理部

門としては、デジサポ活動、衛星セーフティネット事業を含め、Ｄｐａ全事業が滞り

なく推進できるよう支援体制を整えていく。 

総務・人事部、経理・審査部関係では、適正な組織・要員配置、コンプライアンス

遵守、事務所経費抑制などに努め、予算を的確に執行するとともに、効率的で堅実な

組織運営に尽力する。 

ＲＭＰ管理業務においては、関係方面との連携のもと、放送番組著作権保護に関す

る業務を着実に実施するとともに、デジタル移行後の課題等を検証し業務を推進する。 

広報部では、Ｄｐａの諸活動の理解促進やデジタル放送のメリットを分かりやすく

お伝えする広報活動を継続していくとともに、コンプライアンス・リスク管理を念頭

に置き、規程類や連絡網を整備していく。 

 

   以下、各担当部署の事業計画、重点活動項目等を記載する。 

 

１．総務・人事部  

総会、理事会、運営委員会等諸会議の運営、Ｄｐａ全体に関わる行事等への対応、職

場環境整備、規程類の見直し、経費削減など、基盤的業務を着実に実施する。 

人事関係については、国の補助金事業の終了に伴う組織・体制の見直し等を含め、関

係部署と調整しながら適切な対応に努める。 

 

２．経理・審査部  

平成２０年度会計基準に基づき、Ｄｐａ全体の業務執行に資する会計情報の把握、適

正な会計処理、外部監査等への的確な対応を行う。また、審査関係では、厳正な補助金

管理およびコンプライアンスの徹底に努める。 

 

３．ＲＭＰ管理部 

（１）コピー制御方式利用によるコンテンツ権利保護に関する業務の円滑・安定的な運用

を図る。 

（２）コピー制御お問合せセンターの効果的、効率的運用に努め、視聴者・販売店等への

コンテンツ保護に関する周知広報を実施する。 

（３）インターネットオークションや動画投稿サイトにおける放送コンテンツの違法流通

対策を行い、放送コンテンツ流通環境の健全化を推進する。 

（４）双方向サービスの安全確保のための汎用ルート証明書の運用を支援する。 
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４．広 報 部  

事業広報活動としては、真のデジタル化以降の、Ｄｐａ諸活動への理解促進を図ると

ともに、国民・視聴者がデジタル放送のメリットをより一層享受できるように、分かり

やすく丁寧な広報活動を実施する。また、外部メディア情報の部内向け周知や会員サー

ビス事務局の会員向けメルマガ発行を支援する等、インナーリレイションの充実を図る。  

企業広報活動に関連しては、コンプライアンス委員会事務局とともにコンプライアン

ス・リスク管理関連諸規程の一層の徹底を図るため、引き続きマニュアル類の整備に取

り組む。また、緊急災害に備えて再整備した連絡網および災害伝言ダイヤルを用いての

シミュレーションを適宜行うなど、危機管理上でのブラッシュアップを継続してゆく。 

 


